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はじめに

　

　一般に文化公共施設というと人々は何を思い浮かべ、どんなイメージを持つだろうか。私の住む地域には、文化会館、郷土資料館、図書館、公民館などなどがある。そして私がそれらに抱くイメージは、それぞれの機能が独立しており、どれも交通上不便なところに位置するということである。図書館に関しては学生という身分柄頻繁に利用するものの、文化会館は演歌歌手のコンサート、おもしろい企画が少ない、重たい煉瓦造りで人を寄せ付けない雰囲気といったイメージを持っており、郷土資料館や公民館とならびめったに利用することはない。このように、今まで私は文化公共施設というものに対して決して良いイメージをもってはいなかった（特に地元のものに関して）。

しかしこの夏、私はゼミ合宿で訪れた仙台にて、これらのイメージを覆す文化公共施設に出会ったのだ。それこそがせんだいメディアテーク（smt）
である。ケヤキ並木沿いのガラス張りの建物、利用者の多さ、利用者の年齢層の幅の広さ、利用者の明るい表情、それらを目の当たりにした時、私はここから何かが変わっていくような気配を感じるとともに、仙台という街は明るく活発で文化的にも満たされているという印象を受けた。せんだいメディアテークはその建築、理念、事業などあらゆる点で斬新な文化公共施設である。せんだいメディアテークがどのようなものなのかは後々詳しく記述することとして、実は近年、せんだいメディアテークのほかにもいくつかの都市において新たなタイプの文化公共施設（山口情報芸術センター
、金沢21世紀美術館
etc.）がつくられている。ここで私はなぜ今、せんだいメディアテークは残斬新なことをする必要があったのか、なぜ新しいタイプの文化公共施設が次々とつくられているのかという疑問・興味を抱いた。言い換えれば、なぜ従来の文化公共施設のありかたではいけなかったのか。私はこの疑問に迫り、それを踏まえ今後の文化公共施設はどうあるべきかを運営方法を中心に考察をしていきたい。

まずは、従来の文化公共施設のありかた・実態を明らかにする。その後、文化と文化政策に関する諸説を踏まえながら問題点の改善としての新たな試みと現状をリポートし、海外の事例も参考にしつつ今後の日本における文化公共施設のありかたを提言したい。
1、 かつての文化公共施設のありかた
１－１、その状況かつての文化公共施設のありかた
　

（１）ハコモノという実情
かつての文化公共施設の実情とは、かつてとはいいながらも現在もその状況は変わっていない点が多く、「はじめに」に記述した私の文化公共施設に抱くイメージに集約される。つまり施設としての建物はあるが内容が乏しく、人々が利用しにくいという、いわゆるハコモノ状態に陥っているのだ。何をするための施設か、どのような運営をすればより多くの人が使うようになるかなどの議論がなされずに、「文化」の名のもとにまずは施設（建物）をとむやみに規模の大きい文化会館などの建物だけが作られたために使用料や公演鑑賞料が高くなってしまう。また、年度予算が制定されているために公演や施設での企画への収入を年度内に回収しなければならないうえ、運営者は専門家ではなく役所職員である。そのため催し物内容も、特定の期間に確実な収入を見込め、段取りがパターン化される演歌歌手のコンサートや演劇、クラシック音楽のパック公演などに限られてしまい多様性に乏しくなる。その結果、誰もが気軽に利用できる施設ではなくなってしまったのだ。

（２）日本の文化政策（行政）
の流れ

なぜこんなにもハコモノと呼ばれてしまう文化施設が増えてしまったのか。その原因は文化公共施設をつくる基である日本の文化政策、さらには文化政策の基である行政の特質に由来する。　

　まず日本は近年まで文化政策に対する関心が低かったといえる。明治時代以降は芸術教育も欧化政策の一環としてなされていたし、第二次世界大戦後は経済的に国が発展することが最優先であり文化的価値に重きが置かれなかったからだ。また政治的理由、すなわち戦前の対外的、対内的政策に対する反省からも「文化に政治は介入せず」という暗黙の了解があった
。これはつまり、文化政策というものは官僚機構やマスコミによる大衆操作技術のもとに全体主義を生み出すために利用されうるということであるⅵ。こうした流れの中で文化政策（行政）が始まったのは高度経済成長により経済的豊かさが実現し始めた1970年代である。国レベルではなく、県や府のレベルで新しい豊かさや、新しい行政、個性的な街づくりを求めて文化と生活、地域に焦点が当たり、文化（政策）行政のありかたが模索され始めた（EX.「全国府県文化行政連絡会議」1977.9.神奈川県箱根町；「全国文化行政シンポジウム」1979.11.横浜市etc.）。こうして各県、府は文化を元に街づくりを進めようと文化公共施設を作り始めたのだ。しかし行政機構の硬直した官僚制や、高度な工業化からその運営や内容は画一主義的なものに陥ってしまう。1981年にこうした文化行政の画一主義への批判を込めて松下圭一と森啓により『文化行政』
が刊行され、行政の自己革新と行政の文化化の必要性を説き、真の市民文化の水準向上のための文化（政策）行政を唱えた。それにもかかわらず経済的好景気に恵まれた行政は、目に見えない行政の意識改革ではなく、目に見え、文化行政の象徴としてわかりやすい文化施設の建設に走ったのだ。

（３）文化行政の画一化

　ハコの数の多さは安易な心の豊かさへの考察と経済的好景気によるものであった。そのもう一方でハコをハコモノにしてしまった内容の乏しさとは行政の画一主義に起因する。この画一主義とは「多様な対応の拒否」である。行政の原則とは「公平と平等」であり、基本的には異質なものを認めない組織である。異質なものを認めることは、行政に多様な対応を求めることになるが、多様な対応とは「公平と平等」の原則から逸脱することであると考えられてきたのだ。その一方で文化の享受とは、文化のもつ多様性を承認し、受け入れてそれを楽しむことであり、自己と異質な価値との間に生じる衝突と葛藤、その理解と享受、共感といったプロセスを経ながら伝達されるものである。つまり行政と文化の原理は対極に位置するものであるため、行政にとって文化とは本来困難な政策課題であり、従来の行政手法をそのまま文化の領域に適用していることに文化行政の問題の核心はあると野田邦弘氏は述べている
。

　第二次世界大戦前や帝国主義時代は文化芸術とは国の威信や脅威のために文化政策として利用されていた。そうした時代を経て民主主義・資本主義の中でうたわれる文化政策（行政）は、日本におけるその流れを見てもやはり物質的豊かさあってのものであり、マズローの人間欲求5段解説（資料①参照）を実感する。また松下氏や、森氏によって20年も前に職員の意識改革の必要性を指摘されていたにもかかわらず、それらが表面化しなかったことは残念でならない。そして歴史的流れと当時から近年にいたるまで解決策について多く議論がなされ今まさに追い込み期であるような現実を考えると、日本の政治の変化の鈍さ、あるいは変えることの難しさを思わずにいられない。では行政のありかたがこれまでの文化公共施設のありかたの原因であるならば、なぜ行政が文化に関わる必要があるのだろうか。文化とは人の営みの中に生まれてくるのだから、市場の世界に放っておいてもよいのではないか。これらに関する諸説を次に見ていくことにする。

１－２、文化行政の根拠

なぜ行政が文化に関わる必要があるのか、そのことについて芸術振興連絡会議＜PAN＞･編『これからの芸術文化政策―その課題と方途を探る』
のなかで様々に議論がなされている。その中でも野田邦弘氏にとると、文化を生み出さざるを得ないものがヒトであり、ヒトは生み出した文化を他者に伝達しようとする。これは他者の共感を得たいという被評価欲求であり、つまりコミュニケーションへの欲求である。こうした表出欲求とコミュニケーション欲求はヒトにとって本源的なものであり、行政が文化支援することでこれらのヒトの根源的要素を顕在化、活性化し、人々が自立的に生活できるような文化的に多様な社会を形成することができる
。また、伊藤裕夫氏の考えでは行政が文化政策に関わることは、思想表現の自由の実質的保障のためであり、文化的アイデンティティーの拠り所の保障、Quality　Of　Lifeの向上のためであるというものだ。
思想表現の自由の実質的保障というのは学問が一般に保障されていることと同義である。

　どちらの考えも基本的人権の考えに根ざしたものであると感じ取れる。これは時代の流れに即したもので、人々の基本的人権、生活権など様々なものの保障という枠で文化を考えようという、第二次世界大戦以降のユネスコ憲章や世界人権宣言、国際人権規約、子供の権利条約などの精神を汲んでいる。現に2001年に各地方自治体の文化振興条例を追いかけるように制定された文化芸術振興基本法も「文化芸術を創造し、享受し、文化的な環境の中で生きる喜びを見出すことは、人々の変わらない願いである。また、文化芸術は、人々の創造性をはぐくみ、その表現力を高めるとともに、人々の心のつながりや相互に理解し尊重し合う土壌を提供し、多様性を受け入れることができる心豊かな社会を形成するものであり、世界の平和に寄与するものである。更に、文化芸術は、それ自体が固有の意義と価値を有するとともに、それぞれの国やそれぞれの時代における国民共通のよりどころとして重要な意味を持ち、国際化が進展する中にあって、自己認識の基点となり、文化的な伝統を尊重する心を育てるものである。」
と文化芸術に関し言及し、これを国民へ保障するとしている。一方、すでに述べたように、帝国主義時代であれば芸術文化は国の威信を保つために保護され発展してきた。あるいは社会主義国などもプロパガンダ芸術と呼ばれるものを見れば分るように人々を鼓舞し国の威信を高めるものであったし、北朝鮮の華やかなマスゲームや高度な曲芸なども文化的に豊かな国であることのアピールとして国によって奨励されている。こうして見るとやはり、芸術文化というのは常にイデオロギーやパラダイムの中にあると同時にそれらのために利用されるものであることを実感する。行政の芸術文化への関わりとは、芸術文化が何故必要かというイデオロギーを作るために必要なのだ。現代において行政が芸術文化を支援する主な理由は先に述べたように文化権の保障であり、芸術文化を利用した街づくりという政策であり、それらは文化的に豊かな生活が真の意味で豊かな生活なのだという信望とヒトの本源から生じている。これもひとつのイデオロギーでありパラダイムであるが私はこのことには否定的ではない。イデオロギーとは無意識の強制ではあるが、少なくともその結果が平和な暮らしを壊すものであるとは思えないからだ。今の問題は、そうしたイデオロギーの中に文化行政がありながらも形骸化している点である。そこで次に、形骸化を改善するためのいくつかの試みをその運営を中心に見ていきたい。

2、 文化公共施設の新たな試み

２－１、せんだいメディアテーク

（１）開館までに・・・

　せんだいメディアテークとは2001年1月26日に仙台市街の定禅寺通りにオープンした文化公共施設である。「メディアテーク」という横文字の名称からも何か新しさを前面に押し出している雰囲気があるが、その新しさこそ見かけだけでなく、いままでの文化公共施設のあり方に釘をさし、これからのあり方の提言を実践しているのだ。せんだいメディアテークはもともと市民ギャラリーの新築と青葉区図書館の立て替え、視聴覚教材センターの拡充、目や耳の不自由な人への情報サービスセンターの必要性という4つの与件の集合体として計画された。通常、文化公共施設を建設する際には、施設の内容に関する議論結果をまとめた「基本構想」が作製されるが、建設するための建前的な存在になっておりその内容はパターン化され、慣習的なプログラムを慣習的なプロセスで作るため、その建設スピードは速かった。それが文化公共施設の内容の薄さやハコモノと言われる所以である。その一方で、メディアテークは建築のコンペティション前にまずコンペティションに関する方針決定や複雑な与件を専門的観点から整理するために専門家
に業務を委託した。さらに公開コンペティション
が終了し設計が開始された時点から、「使う」ことの立場から事業計画（資料②参照）などについて調査、議論が行われ、その協議は実に6年にも及んだ。またここで特筆すべきは、これらの議論は自治体主催の委員会などでもたれたのではなく、東京や地元の研究者やジャーナリスト、設計チーム、そして自治体の主管者を加えたボランティア活動（せんだいメディアテーク・プロジェクトチーム）として行われたということだ。自治体から執拗な干渉を受けず、自治体としての拘束力を持たない一方、自治体関係者もいることから無効にもならない曖昧性ゆえに本質的かつ、未知の領域に向けた議論が可能になったと、建築を手がけた伊東豊雄氏
は語っている。たしかに行政の中に専門家を組み入れて検討会議を持つという一般的なやり方であれば、おそらくこれほどまでに多大な時間をかけることもできず、議論のなかで妥協点で折り合いをつけ、結局中途半端な理念や事業計画で終わってしまっただろう。そういう意味では、議論を専門家集団に託してしまうという仙台市の行政には勇気と柔軟性があったと言えるであろう。またそれと同時に、仙台市の行政がそこまでの柔軟性を見せ、東京や地元から熱心な研究者やジャーナリストが集まったということは、正にその時期（1990年代前半）に文化公共施設のあり方についての関心が大変に高まっていたのだということをうかがい知ることができる。

（２）理念とそれを実現するために･･･

　まず建築のコンペティションの前に市民ギャラリー、区民図書館、映像メディアセンター、バリアフリー情報提供施設の4機能の複合文化施設としてのあり方のために、業務委託作業チームにより以下の６つの課題が整理された。１）機能の複合化･･･市街中心部に望まれる都市施設機能を入れ込む。２）アート･･･既存の地方展が開催可能な広さを有するだけでなく、専従の学芸員を配したワークショップ部門、時代に合わせたメディアミックス機能を充実させる映像メディアセンター部門の併設。３）情報･メディア（図書）･･･従来が他の図書館機能に加え、音響、ビジュアル関係の資料も提供し、通信･ネットワークへの対応も行う。「情報」をピックアップするための場を求める。４）運営･･･サービスの高度化、空間資源の合理的活用、脱境界化→従来個々に運営されてきた各施設機能を一体的に運営。５）都市･･･21世紀の仙台の都市構造を形成する重要なプロジェクトであり、世界に誇れる仙台の顔を目指す。６）設計競技･･･昨今の行政が行う施設設計に際しての不透明さが生んだ様々な問題を払拭するべく、透明性の高い方法で設計者を選定する。

　さらにコンペティション時に専門家らの検討会
において、メディアテークの定義がより具体的にされ、「従来型のサービスだけではなく、参加型、自己表現型の活動を支援する新しい時代に即した芸術文化、生涯学習推進を目的とする市民施設」という目的実現のためにさらに4つの方法が提案された。１）時代の要請である情報技術を取り入れた知的環境を整備２）固定的、一方的サービスではなく、運営･利用者相互が知的探究･創造活動を支援しあう３）館内完結型サービスではなく、ネットワーク共有型サービスを目指す４）活動プログラムを常に検討し、新しい成果を組み込む方法論的研究を行う。

　以上の下地の上に、さらにプロジェクトチームにより「最先端のサービス（精神）を提供する」、「せんだいメディアテークは端末（ターミナル）ではなく節点（ノード）である」、「あらゆる障害（バリア）から自由である」という３つの理念と「アンダーコンストラクション（工事中）」という開館後も常に有機的変化をし、完成体にならないという考え方が掲げられ、課題を理念にそってどのように解決していくかというスマートな道筋ができあがっている。そしてこれらを有機的に解決するための建築設計と事業計画が綿密に計算された結果としてせんだいメディアテークが形となって現れた。このように完全に分析と道筋つくりを専門家に委託し、時間をかけて他方の専門家と行政が議論を重ねることで理論上は実のある施設ができあがったように思える。こうした考えの結果、せんだいメディアテークではどのような運営方法がとられ、これらの計画は開館後実践としてうまくいっているのか、次はせんだいメディアテークの運営方法と開館後の現実に迫る。
　

（３）運営方法とその現実･･･

ａ）運営方法と現実　

　せんだいメディアテークの運営は図書館を除いて、仙台市から財団法人仙台ひと･まち交流財団に委託されている。メディアテークにおける様々な企画はプロジェクトとしてこのメディアテーク企画･活動支援室がその推進を支援する。行政の縦割り組織ではなく、外部から人材を招集し作る、専門や組織を横断したプロジェクトであるからこそ社会環境の変化や技術革新に対応でき、ニーズに見合ったサービスを提供できるのである。企画・活動支援室の仕事とはプロジェクト・マネジメントであり、一般利用者によるプロジェクト、自主事業プロジェクト、教育機関などとの共同プロジェクトなどすべてのプロジェクトの支援をする。専門性を持たない行政の一部によってではなく、幅広い専門家を集めて企画が行われるために、施設の内容もレベルが高く、多様性にとみ、市民が参加したいと思えるようなものを用意できるようだ。また一般利用者が施設を借りて何かをするというときも、ただ貸し出すだけでなく、その過程で企画・活動支援室とコミュニケーションをとることで利用者のさらなる好奇心と向上心を掻き立て、自主性と自治能力を高めることが目指されている。市の直営ではなく運営を財団へ委託することは、事業に関する判断が現場でできるので細やかなサービスを見込め、コスト削減にもつながるということで現在多くの地方自治体でこうした運営手法がとられている。しかし、当活動支援室の学芸委員によると、メディアテークの事業も市の管理化にあることは間違いなく、ほとんど市の直営と言っても変わりないのが現状であるという。実際はどんな企画も市の認可が下りないと実現できず、現場としては画期的なことはあまりできていないと感じることが多いようだ。また図書館の管轄は市の直営であるため、図書館とのコラボレーションは難しいようである。

ｂ）利用率

開館時間が9時から22時ということで利用者の属性は極めて多岐にわたる（資料③参照）。最も利用率が高いのは2階と3階に位置する図書館で、開館時間の間コンスタントに人の出入りがある。図書館利用者は１階のオープンスクエア（オープンスペース）を通らなければならないため、オープンスクエアでなにかイベントが行われていれば必然的にそのイベントを目にし、興味があればじっくりと参加あるいは鑑賞することになる。また階層はあっても仕切りの少ない作りになっているため、特定の施設を利用しに来たにもかかわらず、自然と他の施設をも利用しているということが起こりやすい（参考資料④参照）。そのためもあってか、開館後の調査では一日平均3000~4000人（参考資料③参照）が来館しており、この数は類似規模の施設と比較するとかなり高い水準であるという。

ｃ）利用方法

その使われ方について、当初からの夢は「与えられた施設を与えられた目的に沿って使うのではなく、利用者が自分のやりたいことを発見し、作り上げていく場とする」
というものであったが、これにはうまくいっている面と問題点の両方が出てきているようだ。よい面の例としては、自主事業企画の子供向けワークショップで指導を務めた美術家がその内容を更に練って、自分の主宰として新たにワークショップを企画。そのワークショップに参加していた小学校教員らがそこから図工のカリキュラムに関してヒントを得て、新たにメディアテークでの公開授業を行った。まさに参加者（利用者）がそこで新たに自分のやりたいことを発見し、実現した例である。一方、問題点というのは、AVライブラリーやワークショップ、会議室のある7階において顕著であるという。既述の目標のために7階は各スペースをわざと仕切らない作りにしたにもかかわらず、個人利用者（受験生やAVライブラリー利用者）は静寂を求める一方でワークショップなど団体利用者にはある程度の音量が出てしまうということのせめぎあいである。これは一見ソフトというよりもハードの問題のようにも思えるが、メディアテークのコンセプトを実現するために、メディアテークの職員はハード的解決ではなく、ソフト的解決を目指している。

（４）せんだいメディアテークについて思うこと

　せんだいメディアテークのコンセプトにはやはり自主性、自治性の高い街づくりというのがあり、この施設から街を変えてゆこうという思いを感じる。メディアテークはその第一段階としてのコミュニケーションの場であり、目指される街とは市民がメディアテークという支援がなくともネットワークを持ちコミュニケーション（それぞれが情報を発信するとともに情報を享受しまた新たなものをつくりだす）が可能な有機的な街である。現段階で市民がそれを意識して、そのための使い方をしているとは思えないし、現場の目から見るとそのための事業にはまだまだ問題があるようだ。しかし、施設の利用率、使われ方は確実に従来の文化公共施設より進展しており、それは建築の設計、仕掛けによるところが大きいと私は思う。私がせんだいメディアテークを訪れた日は、市街ではジャズフェスティバルが開催されており、1階の大口開口（資料⑤参照）は開け放たれ、オープンスペースはジャズフェスティバルの一会場としてステージが設けられていた。そして５、６階のギャラリースペースでは地元の書道展が開かれており、7階のワークショップスペースで私達は学芸員さんから話を聞くことになっていた。まず大口開口が開いていることで施設外と内が完全につながっており、ステージからの演奏、歌声が外にも届く。したがって歌声につられて通りを歩く人々が足を止め施設内に入る。そこにはカフェやショップもあるのでそちらにも足が伸びたりする。さて、書道展を見に来た人々（高齢者と家族連れが多かった）は歌声を耳にしながらチューブ（資料⑥参照）のエレベーターを楽しみに待つ。帰りもエレベーターや階段の仕掛けを楽しみながら図書館にふらりと寄ってみたり、日当たりの良いソファーで休んでみたりする。私達がワークショップスペースで話を聞いているときも、そこは7階の回廊上の一スペースなので他の利用者がなんとなく耳をそばだてながら通行していく。建築の一つ一つの仕掛けがまるで人を誘導するのだ。まず何より、ガラス張りで清潔感のある概観とケヤキ並木との調和がその建物への興味をそそり、なんの建物なのか確かめたくなる。一目見たときは誰もそれが文化公共施設だとは思わないだろう。ソフトをしっかり考えた上でのハードこそ人を集めることができるのだ。　　

２－２、NPOによる公共文化施設の運営

　

2003年10月には山口県に山口情報芸術センターがオープンした。山口情報芸術センターは躯体工事がほぼ終了した時点で「見直し委員会」が持たれ、施設内容が変えられたという経歴を持つ複合文化施設である。その原因は計画段階で情報公開がなされていなかったことであり、当初その建設目的や施設内容について市民のニーズは汲まれていなかった。その反省からか、その運営方法には企画運営会議の中に市民委員会を設置することで市民が主体的に文化活動を展開できる体制を整備することや、市民や有識者、関係機関等による事業評価のための評価委員会を設けるなど、市民の意見、ニーズを汲み入れようとする試みがなされている。開館間もなく、実情はいかなるものかまだ窺い知れないが、さらに将来的には運営に関してNPO法人化を視野に入れ、市民が自主的、積極的にサービスを提供できるような運営体制を目指すとある。NPOによる運営というのは専門家のあいだでは海外の例などからよく議論されていたが、1996年の地方分権推進委員会
の中間報告で文化行政に限らず、「NPOと行政の協働」について語られたことで多くの自治体が将来的にありえる姿として視野に入れている。NPOの特性（資料⑦参照）を運営に活かすことはすなわち、市民の自主的・積極的参加、それに伴う企画案への市民の視点反映、コストダウン、サービスの効率的な提供、プロセスの透明性確保、雇用創出につながり、効率的かつ文化は自ら生み出すものという文化の本来のあり方に近づくことである。またNPO団体にとっても活動目的の達成、事業基盤の確立と社会的信頼度の向上が見込まれる。NPOによる文化公共施設の運営は大変理にかなっているが、行政がこれを安上がりな下請け業者と考え、事業に対する干渉や制約が多くなってしまうと、その意義は全く無効になってしまうし行政と特定のNGO団体の癒着などは避けられなければならない。またNPOとは名ばかりで賛同者からの寄付金や公的補助金を集めるだけの悪質な事件も実際には起きており、いかにして行政とのつながりをクリアにしていくか、どのようにNPO団体を評価していくか課題が残るところである。さらに、多くの自治体が将来的には文化公共施設の運営をＮＰＯに委ねたいとしているにもかかわらず、今のところまだその動きは見られない。これは、結局まだ市民が自主的・能動的に文化に大して行動を起こそうという意識を持つには至っていないということの表れだろう。

２－３、ＰＦＩの導入

（１）ＰＦＩとは･･･

ＰＦＩ（private financial initiative）とはイギリスで生まれた民間資金主導型の手法であり、従来公共部門が提供していた公共サービスを民間主導で実施することにより、設計、建設、維持管理・運営に民間の資金とノウハウを活用し、効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図るという考え方である。日本では平成11年7月にＰＦＩ法（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法）が制定され、翌年ＰＦＩ基本方針が策定された。それ以降80件以上のプロジェクトがＰＦＩ事業の実施方針として公表された。 　
公共部門が単に公共サービスの直接提供者ではなく、これを提供する民間事業者から料金を支払って調達する立場になり、民間事業者が従来のように請負業者という立場から施設の設計から建設、維持管理、運営に至るまで、ライフサイクルの全工程に関与し、経営改善努力を効率的に行うことにより、高収益性が得られるため、公共部門にとっても民間事業者にとっても利のある手段である。またＰＦＩには　ＶＦＭ（バリュー・フォー・マネー）という基本理念があり、それは国民の税金の価値を最も高めようとする考え方で、公共事業にＰＦIを導入する際の判断基準となる。具体的に、従来の手法でかかる公共事業コストとＰＦＩの手法でかかるトータルのコストとの比較が行われ、その結果、一定の財政支出に対して提供されるサービスの量・質が大きい場合にＰＦＩ手法の採用が図られる。
即ち、ＰＦＩは、民間事業者の資金や経営ノウハウを最大限活用し、当該事業により提供される公共サービスについてＶＦＭの考え方に基づいて費用対効果を最大化することを目的としているのである。また、公共事業に関連する不可抗力等で回避できないと想定されるリスクが顕在化した場合の対処方法や官民の負担割合をあらかじめ契約段階で詳細に取り決めておくことが求められるので、官民の適切な役割分担に基づく新たな官民パートナーシップが形成されていくことが期待される。
（２）神奈川近代美術館

神奈川県近代美術館は葉山に新館を設ける際に、新館の建設業務と新館･本館の維持管理業務、美術館支援業務、備品等整備業務やレストラン、ミュージアムショップのサービスに関してＦＰＩを用いた。従って10年から15年の期間、各業務を民間の商社や建設業者、システム業者、ホテルなどが主導することとなっている。しかし、やはり美術館の支援業務までは委託しても事業計画そのものまでは委託していない。それは現段階ではまだＰＦＩそのものに関する理解を深める時期であると同時に、今まで文化事業計画・企画は主に行政あるいはその管轄が主導してきたので、それをてがける民間企業がそれほど育っていないということの表れであると考える。

そもそも文化事業計画を手がける民間業者が少なく、文化事業そのものに関して従来型コストとＰＦＩ型コストを比較することが今のところ難しいため、今すぐにＰＦＩを公共文化事業計画の領域で適用することは難しい。しかし、日本における文化事業が市場のなかでやっていけるほど国民、市民に浸透し、優秀な文化事業計画業者が数多く現れてくればこの手法は非常に理にかなうものであろう。

３、海外の文化公共施設（資料⑧参照）
３－１、アメリカ合衆国

　アメリカの文化施設は、民間のものであれ公共のものであれ競争が激しく、企業化の勢いが著しい。その表れか、インターネット上にも文化施設に関するマネージメント（運営）方法の指南書的サイトが数多くある。どれもアート・マネジメントの重要性と公共性の強い事業であることをよく説いているようだ。企業化が進むということは芸術文化のエンターテーメント化が危惧されるが、一方で芸術文化が市場の中で勝負していけるほどに市民の芸術文化に対する意識が高いということが言えるだろう。これは屋外マーケットでは絵画などの芸術品を売るテントも多く、それを気軽に利用する人が多いことからもうかがい知ることができる。

３－２、フランス

　フランスは芸術大国とも呼ばれているように、文化公共施設はすべて国家主導で運営されている。それも国家予算の約１％を文化予算に当てており、日本のように行政主導だから質が悪いだとかの議論にはならない。これは伝統であるように見えながらも1981年のミッテラン政権時の政策によるもので、移民が増える中でフランスという国のイメージを改めて作り上げるためのものだった。

３－３、イギリス

　イギリスの文化公共施設の運営は1980年代からの文化政策による民営化とビジネス主義を継いでいる。民営化、ビジネス主義が定着するまでは、政府が企業スポンサーシップの発展のために基金をつくり、文化団体がスポンサーシップ（純粋に商業的なもの）をとりつけることに成功した場合、その獲得金額と同額を基金から受け取れるという仕組みで行政として支援を行った。またアート･マネージメントを発達させるためにマーケティング講座やセミナーの開催に国レベルで資金助成したり、大学のアート･マネージメントコースにも資金提供をしたりしていた。こうした行政支援のあり方は行政により直接運営することではなく、文化の領域が市場のなかで扱われていくほうが効果的であるという判断であり、国家は資金提供するが、その配分などに関しては専門家に任せるという考え方が徹底しているからこそできたことである。

３－４、ドイツ

　芸術文化機関は公的支援に依存している割合が多く、政治的介入の度合いも大きかった。そのため、芸術の自由保護のために支援のあり方を多様化させることが課題となっている。ドイツは連邦構造をもっており、州からなる国なので支援のありかたは各州によって様々である。例えばハンブルク州では、博物館評議会を設置し、専門家に優越的な権限を与えることによって、意思決定の役割分担を実践している。また公立の劇場は任期のある監督支配人に管理運営をさせることで、プログラム決定や人事、制作などに関する自由を与え、それを行政サイドへ報告するかたちとなっている。しかし近年はやはり行政の市場主義や競争思想の強化、企業経営の導入が促され、各芸術文化施設のうち34％が企業形態に変更したり、複数の地方自治体で運営を行う形態に変更しているという。

３－５、各国の事情から見えてくるもの

　4カ国の文化公共施設の運営に関する事情を見てくると、文化公共施設の運営方法や文化活動のありかたには国民性や段階があるように思える。今の日本の段階はドイツのそれと類似している。日本の文化公共施設が完全に企業形態となっているところはまだないが、地方分権により文化行政のありかたが地方自治体に任されているあたりは、ドイツの州単位の文化行政のあり方や、行政の芸術文化事業への介入状況などよく似た事情を持っている。一方アメリカは市民が自主的・能動的に芸術文化活動を必要とする意識が高いため、速い段階で文化施設の市場主義が定着したと考えられる。全面的に国主導であるフランスの事情ははずす必要があるが、他の３つの国はいずれも市場主義、競争思想に文化公共施設の運営のあり方をおさめようとしている。しかしその状態に至るには市民の文化活動を自ら必要とし発信しようとする意識が必要で、その意識を根付かせるまでの方法として行政による支援が必要なのだ。　　
3、 結論

　

　私は今後の文化公共施設とは、市場における民間業者あるいはＮＰＯによって運営されていくべきであると考える。なぜならば（芸術）文化というものは享受されるものではなく、日々の生活からおのずと生まれる、あるいは自ら作り出すものであるからだ。すなわち人々が自ら文化的活動を必要とし、求め行動することが真の文化である。文化施設が民間によって運営される、あるいは芸術文化活動を事業とする企業体があるということは、それを必要とする土壌があることまた、自らそれを発信しそのニーズを作り出そうとする土壌があるという芸術文化の意義としてもっとも理想的な環境なのだ。しかし一方でそれは貨幣と交換可能な価値としてあるだけのものではなく、誰にも求め発信し、享受する権利のあるものなのでＮＰＯによる営利目的でない団体による運営も共存する必要があり、またそれが可能だと考える。では何故ニーズがあるといえるのか、それはヒトが本源的に芸術や文化をつくりだしてしまう生き物だからである。フロイトやベルグソンによると、人は日常世界において、理性優位の生活を送っている。人は自らの欲求のままに行動するのではなく、欲求を現実の原則に従って抑えるなどコントロールしながら社会生活を送っているのだ。この結果人はときとして欲求不満に陥るのだが、この欲求を現実原則の中に持ち込み発散できるのが「芸術」なのだ。マズローの5段解説のように、文化芸術というのは自己実現欲求として最高次の欲求として表出するが、根源的にヒトの無意識に存在しているものなのだ。本源的に持っている欲求だからこそ行政が保障すべきなのではないかという考えがあるだろうし、実際、各自治体の文化振興条例や文化芸術振興基本法もそれをもとに書かれているが、それは文化というものが権威に利用されやすく、時にはうばわれ、時に良からぬ使われ方をする性質を持つものだからであり、本来本源的に持っている欲求であるからこそ能動的になれるのではないか。

　さて、理想としてあるべき姿は上に記したとおりであるが、現実はというと、せんだいメディアテークなどの試みがあるにもかかわらず、まだ市民の芸術文化活動を求めることへの自覚には至っていないようだ。これは長年の行政の主導により、文化は国や行政が国民、市民への保障として主導し、国民、市民はそれを享受するものだという意識が人々の間に根付いてしまったせいだろう。逆にいえばせんだいメディアテークの試みというのはその意識を市民から払拭し、人間本来の文化活動の求め方へ目覚めさせようとしているのだ。今の日本の段階では行政の支援のもとにありながら運営を専門家集団に委託するというのは最良の方法であると私は思う。ＮＰＯや民間行政への運営の委託はその後の話である。しかし、せんだいメディアテークの財団による運営や企画活動支援室を土台とするプロジェクトの事業方法は画期的で効果的であるにもかかわらず、やはり行政の介入がその自由を制限しているという。市民に植え込まれた享受主義意識を取り除くためには、行政が自ら文化施設の運営団体と良い距離を置くことが重要である。文化公共施設の民間業者による運営が実現すれば、財政への負担は非常に軽くなる。いま、行政はそうした利点を見据えて今の文化公共施設運営へのかかわり方を考えつつせんだいメディアテークのようなプロジェクトとしての事業方法を増やしていくべきだ。

おわりに

　

	　これからの文化公共施設のあるべき姿を調査・考察するうえで参照した文献の多くは文化政策（行政）に関するものであった。私の今回の論文では文化政策や行政というよりもあくまでも文化公共施設の効果的な運営のしかたなどに特化したかったが、もちろんそれも現段階では行政の一環としてあるものでありやむをえないものである。逆に文化政策や行政に関する文献を読むことで、改めて「芸術文化」というものの意義（これはまったく正解にはたどり着けるものではないが）やその特質などを捉えなおすことができた。これらの文献の多くは、今後の文化行政や文化施設運営に関して行政の文化化や自己革新が必要であることを強く訴えていたが、私はもはや行政のあり方を根本から変えることを訴えるのは当面は現実的でなく時間の無駄と考え、行政に関しては今できることへの言及に留め、民間業者やＮＰＯの可能性を説くに至った。またこの調査を踏まえ、芸術文化の享受を好む自分自身としても、今後の生活の中で、自ら好んで発信・享受している文化的活動をネットワークとして、多くの人とより有機的な関係を結んでいきたいと思う。

	

	資　料

1 マズローの五段階欲求説

1） 生理的欲求　　　　　　　　　　　　　　１）生理的欲求（飢え、渇き）

2） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）安全の欲求（生命保存）　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）社会的欲求（名誉、富、友情、愛）　　　　　　　

生活文化（日常生活）


日常的な私達の価値意識、行為、表現物、用具


生活における有用性と深く関わる


衣食住、経済活動





学術・芸術文化（非日常的文化）


非日常的、特化した価値意識、行為、表現物


直接的有用性から自立し、自己完結する


表現、研究、文化活動





市民ギャラリー








区民図書館





映像メディアセンター





バリアフリー情報提供施設





アート・ギャラリーに関係


市民ギャラリーに対応





ワークショップ


バリアフリー情報作成


アート部門の一部として布置





映像メディアセンター


バリアフリー情報提供施設


情報メディア関係に包含


情報メディア関係


区民図書館に対応





都市


広場








　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）成長欲求（真、善、美）


生活があるから、芸術・学術が生まれる


　　↓　　　　　　　↑　　　　　　　　　　　　５）自己実現欲求（最善の自己、感動）


　学術・芸術があるから、生活が革新され発展する


























②せんだいメディアテーク初期モデル


　Ａ，プロジェクト開始時　　　　　　　Ｂ，組みかえられたモデル　　　　　　　　磯崎新氏により「


　　　名称＝新市民ギャラリー等　　　　　　名称＝アート&メディアセンター　　→せんだいメデディ


　　　機能＝既存４公共施設の集合体　　　　機能＝各機能に還元した組み合わせ　　アテーク」と改名













































































� 　仙台市街の定禅寺通り沿いにある、図書館とギャラリー、オープンスペース、シアターなどを含む複合文化公共施設。http://www.smt.city.sendai.jp/


� 　山口県山口市に2003年11月24日にオープンした文化公共施設。http://www.ycam.jp/index.php


�　 金沢市街地に2004年１0月オープン予定の複合文化公共施設。同時代の視覚表現全般を紹介するhttp://www.art.city.kanazawa.ishikawa.jp/


� 「文化政策」という用語には全体主義へのあおりが含まれ兼ねないということでこれを拒否し、「文化行政」を使う専門家も多い。


�　上野征洋・編　『文化政策を学ぶ人のために』　世界思想社、2002　L.7~8　P.131より抜粋


ⅵ ミシェル･セトー　『文化の政治学・第2版』にて「文化背策というこの表現は、非政治的なものにさせられた文化と、非文化的なものにさせられた政治との間にある緊密な関係を覆い隠してしまい、文化は利用されている。」と述べている。


� 　松下圭一・森啓　編　『文化行政』　学陽書房、1971


� 芸術文化振興連絡会議＜PAN＞・編　『これからの芸術文化政策―その課題と方途を探る』　芸団協出版部、1996　P39~40　一部抜粋


� 前掲書　『これからの芸術文化政策―その課題と方途を探る』


� 前掲書　『これからの芸術文化政策―その課題と方途を探る』P.47L.5～12より一部抜粋


�前掲書　『これからの芸術文化政策―その課題と方途を探る』P.61L.10～15より一部抜粋


� 文化芸術振興基本法条文より引用


� 東北大学建築学科菅野實研究室、小野田泰明氏（建築計画学、東北大学助教授）


� 従来から求められるデザインとしての総合力だけでなく、内容を再編する社会的な構想力も求められた。従来と違い審査過程の全面的公開と審査員を専門家だけに限定することを徹底した。


� 建築家　1941年生まれ　東京大学工学部建築学科卒　主な作品「中野本町の家（WHITEU）」、「レストラン・ノマド」、「フランクフルト市立エッケンハイム幼稚園」etc.


� 多木浩ニ（思想家）、藤幡正樹（メディア･アーティスト、東京藝術大学教授）、桂英史（東京造形大学助教授）


� せんだいメディアテーク・プロジェクトチーム編　『せんだいメディアテークコンセプトブック　新版』　ＮＴＴ出版　Ｐ.206　Ｌ.3~5より引用


� 　� HYPERLINK "http://www.soumu.go.jp/indexb4.html" ��http://www.soumu.go.jp/indexb4.html�参照








≪参考文献≫


せんだいメディアテーク・プロジェクトチーム編『せんだいメディアテークコンセプトブック　新版』　ＮＴＴ出版


上野征洋・編『文化政策を学ぶ人のために』　世界思想社


芸術文化振興連絡会議＜ＰＡＮ＞編　『これからの芸術文化政策―その課題と方途を探る』　芸団協出版部





PAGE  
16

